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近年の無線通信における伝送速度の進展は著しく、
既に100 Gb/s（毎秒100ギガビット）が視野に入ってき
ている。図 1 は有線及び無線通信のデータ通信速度の
発展トレンドを示している。イーサネット規格等の有
線通信、無線 LAN に代表されるノマディック無線通
信及び携帯電話・スマートフォン等のモバイル無線通
信の全てにおいて、伝送速度は年々指数関数的に増加
しており、特に無線通信の伝送速度の伸び率は大きく、
有線通信に迫る勢いを見せている。このようなトレン
ドの背景には、大容量のデータを無線通信により簡単
にやり取りしたいという要求の高まりがある。無線通
信において図 1 の星印付近に示す 100 Gb/s 級の高い
伝送速度を実現する手段の一つとして、100 GHz 超の
ミリ波（MMW）及びテラヘルツ（THz）帯の電磁波（こ

こでは 0.1 ～ 3 THz 程度を考え、以下「テラヘルツ波」
という）の利用が期待されている。
「テラヘルツ波」は、いわゆる「電波」や「光」を総称

した「電磁波」の中で、1 THz を中心とした周波数帯の
電磁波である。具体的な周波数の範囲についての定義
には様々あるが、テラヘルツ波を無線通信に用いる電
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図 1　情報伝送速度の進展（[1]より引用・加筆）

大容量のデータを無線通信により簡単にやり取りしたいという要求の高まりを受けて、従来の
マイクロ波やミリ波に続く新たな周波数帯としてテラヘルツ波を用いた無線通信の期待が高まっ
ている。テラヘルツ波の特徴としては、従来にない広い周波数帯域幅を用いることができる可能
性が挙げられる。テラヘルツ波を発生する手法としてはフォトニクス技術の応用が先行していた
が、近年、電子デバイスによる 300 GHz 帯の研究開発が総務省のプロジェクト等により活発化し、
NICT を含んだ研究開発チームによって、InP（インジウム・リン）系等の化合物半導体デバイス開発、
シリコン CMOS（Complementary Metal-Oxide-Semiconductor）集積回路による RF フロントエン
ド開発等が実施されている。これと並行して、国際電気通信連合 無線通信部門（ITU-R）における
周波数特定の検討や、IEEE802 での世界初の 300 GHz 帯無線通信規格の策定も行われている。

Due to the growing demand that people would like to transfer large-capacity data easily by 
wireless system, there is an increasing expectation of radio communication using terahertz waves 
as a new frequency band following the conventional microwave and millimeter wave. Terahertz 
wave has the possibility of using a wide range of frequency bandwidth that has never been previ-
ously used. At first, photonics technologies have been preceded as a technique for generating 
terahertz waves. In recent years, R&Ds of 300 GHz band by electronic devices have been activated 
by projects of Ministry of Internal Affairs and Communications Japan, and the development of RF 
front-end made by compound semiconductor devices and silicon complementary metal-oxide-
semiconductor (CMOS) integrated circuit has been carried out by some R&D teams including NICT. 
In parallel, the standardization in the International Telecommunication Union Radiocommunication 
Sector (ITU-R) and IEEE802 has also been established.
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磁波として考えたときの定義としては、1 THz の 1/10
の周波数である 100 GHz から、電波法の対象となる周
波数の上限である 3 THz までを指すことが多い（図 2）。
テラヘルツ波は、ミリ波（波長 1 ～ 10 mm、周波数 30 ～
300 GHz）より低い周波数のいわゆる「電波」と、赤外
線より高い周波数のいわゆる「光」の、狭間の周波数に
あたり、電波と光それぞれで開発された技術や応用が
直接的には適用できず、開発や利用が遅れていた周波
数帯である。近年、電波及び光の双方のデバイス技術
の発展や、それらを組み合わせて活用する技術が向上
したことによって、テラヘルツ波を扱うための技術や
手段が確立されつつあり、未利用だったテラヘルツ波
を利活用する機運が高まっている。テラヘルツ波の応
用としては、計測やイメージングの分野での利用が先
行して進んでいるが、最近になって無線通信への応用
に関して急速に関心が高まっており、積極的に技術開
発が進められている。

テラヘルツ波無線通信の応用としては、図 3 に示す
ような近接データダウンロード（キオスクモデル、
タッチダウンロード）、半導体チップ間通信、ボード

（プリント基板）間通信、筐
きょう

体
たい

間通信（データセンタの
サーバ間通信等）、4 K/8 K 等の高精細映像伝送、モバ
イルネットワーク内通信などが想定されている[2][3]。
本稿では、テラヘルツ波無線通信の特長と、300 GHz
程度の周波数における技術開発及びその標準化活動に
ついて述べる。

	 テラヘルツ波無線通信の特長

テラヘルツ波を無線通信に用いる最も大きな動機は、
情報伝送レートの増大への期待である。前述のように、
最近のモバイル無線通信や無線 LAN のトレンドを見
ると、1 Gb/s 程度の伝送レートが実用化され、次世代
システムに向けて 10 Gb/s 程度が目指されている。無
線通信の高速化の需要はとどまることを知らず、更な
る将来の無線通信の需要として 100 Gb/s 以上が望ま
れることは自明である。無線通信の伝送レートを高め
るための技術的な手段としては、1） 通信に用いる周波
数帯の幅（周波数帯域幅）を広げる、2） データ変復調
の「多値」数を増やす、の 2 つが挙げられる。後者につ
いては無線信号の前処理及び後処理における変復調の
技術なので、基本的にどの周波数帯の通信においても
適用可能であり、特定の周波数についての得失はあま
りない。テラヘルツ波にかかる主な期待は、前者の広
い周波数帯域幅を利用できる可能性である。無線通信
に用いられる電波については、周波数帯ごとの用途の
割当てが国際的な規定に基づいて各国が法令で定めて
いるが、現在までに周波数の割当てが定められている
のは 275 GHz 以下の周波数までである。275 GHz 以上
は確定的な周波数割当てがされておらず、今後の調整
次第で広い帯域が無線通信で利用できる可能性がある。

このように、テラヘルツ波を無線通信に用いる利点
として最も大きいのは、従来技術より広い周波数帯域
幅を利用できる可能性が高いことである。「広帯域」に
は 2 つの側面が考えられるが、その一つは、大気吸収
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第二条 この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、
次の定義に従うものとする。
一 「電波」とは、三百万メガヘルツ以下の周波数の電磁波をいう。

（遠赤外線）
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図 2　テラヘルツ波と周波数の対応

図 3　テラヘルツ波無線の応用例
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特性（図 4）を見たときに、吸収の大きい周波数のピー
クの間にある程度吸収の小さい「大気の窓」があり、こ
の帯域を有効に活用すれば数 10 GHz から 100 GHz 近
くの周波数帯域幅を一括して通信に利用できる可能性
があることである。もう一つは、国際的な周波数割当
ての法令において 275 GHz 以上は確定的な周波数分
配がされておらず、今後の調整次第で広い帯域が無線
通信で利用できる可能性があることである。シャノン
– ハートレイの理論では通信路容量は帯域幅に比例す
ることから、広帯域が利用可能であれば、その分高速
の通信を実現することができる。また、周波数が高い
方が広い周波数帯域幅に対して「比帯域」は小さくな
り、部品技術等で広帯域への対応がしやすくなる面も
ある。例えば、同じ 30 GHz 幅の周波数帯を扱うとし
ても、60 GHz 帯では比帯域が 50 % に達するのに対し、
300 GHz では 10 % に過ぎない。

前述の大気の窓といえども、マイクロ波帯に比べる
と大気減衰は大きい。しかし、無線通信において近年
注目されている 60 GHz 帯は酸素による吸収が大きく
12 dB/km 程度であるが、それに比べれば 70 GHz から
450 GHz 程 度 ま で の 大 気 の 窓 は 減 衰 が 少 な く、
300 GHz で 3.7 dB/km である。また、フリスの伝達公
式では受信電力が周波数の二乗に反比例することから、
高い周波数の電磁波は「伝搬損失が大きい」と単純に考
えられがちであるが、同公式では受信電力が送信と受
信のアンテナ利得に比例することも示されている。ア
ンテナ利得は周波数の二乗に比例することから、アン
テナ実効面積が同じであれば周波数が高いほうが伝搬
損失は減少する。よって、一般的によく言われるテラ
ヘルツ波のように高い周波数の電波は「伝搬損失が大
きい」というのは一概には言えず、「アンテナと帯域の
選択によっては遠くまで飛ばすことができる」という
のが正しい理解である。例えば、300 GHz において送

信電力 10 dBm、受信電力 –30 dBm で伝送可能な送受
信機を用い、送受とも同じ利得のアンテナを用いると
した場合、必要なアンテナ利得は通信距離 100 m で約
42 dBi（理想的な円形開口半径で約 20 mm、以下同様）、
通信距離 1 km で約 53 dBi（約 71 mm）である。同様の
条件で通信距離 100 m の場合、60 GHz で必要なアン
テナは約 35 dBi（約 45 mm）、30 GHz では約 31 dBi（約
57 mm）であり、周波数が高いほどアンテナが小型に
なることが分かる。 

前述のアンテナ利得の議論からも分かるとおり、テ
ラヘルツ波はマイクロ波やミリ波に比べ指向性が強い
と言える。これは利点とも考えられるし、取扱いに注
意を要する点でもある。指向性が高いと、送受信機間
での軸合わせや放射方向のスキャン機構を要する可能
性があるが、他の通信システムへの空間的な干渉が小
さくなり、送受信機の配置や多重方式において空間分
離を活用できる利点があるとも言える。テラヘルツ波
は性質が光に近づき見通し外への回り込みの性質は弱
くなるため、見通し外への通信は困難となることにも
注意を要する。また、集積回路や実装基板上でのテラ
ヘルツ波の伝送については、伝送損失や寄生容量、寄
生抵抗等の影響について正確なモデルが確立しておら
ず、集積回路チップから実装基板を経てアンテナへの
テラヘルツ信号の引き回しや接続方法等について解決
に向けて研究開発を要する。

以上をまとめると、従来のマイクロ波等で一般的な
電波を広く放射しシステム間の共存は周波数を狭帯域
に分割して実現する考え方に対し、テラヘルツ波では
見通し間で広帯域を用いた高速通信を空間的に分離し
て行うという考え方が有効である。また、テラヘルツ
波が飛ばないという考えは必ずしも正しくなく、アン
テナも含めたシステム設計によって様々な通信距離に
対応できる可能性がある。

	 テラヘルツ波無線通信の研究開発

テラヘルツ波による無線伝送特性の検証は、電子デ
バイスに先行してフォトミキシング技術によって牽引
されてきた（例えば、[5]–[8]）。フォトミキシング技術で
は、ある周波数の差をもつ二つの光信号を混合して
フォトダイオードに入力すると、光信号の周波数差に
相当する周波数の電気信号が出力されることを利用す
る。データ信号による変調は光信号の段階で行われる
ため、高速の光変調器が利用可能である。一方、一般
に主にコンシューマ用途に利用されている無線通信機
器は、トランジスタ素子を中心とした電子回路を用い
て高周波信号を電気信号として取り扱っている。これ
らは、トランジスタ等の能動素子の高性能化や微細集
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図 4　電磁波の大気吸収特性と周波数割当ての状況（AMATERASU[4]提供
の大気減衰値を基に作成）

2020N-03-02.indd　p59　2020/10/20/ 火 15:14:49

59

3-2　テラヘルツ無線通信基盤技術



積化によって、低い周波数から高い周波数に向けて適
用範囲を広げてきた。数GHz程度のマイクロ波帯では
電子デバイスによる小型高性能の無線通信装置が既に
実用化されており、さらに数 10 GHz でも実用化に向
けての研究開発が進んでいる。100 GHz を超える周波
数帯については、先端的な研究開発において電子デバ
イスでの無線通信機器の実現が目指されているところ
である。以下、NICT が進めている電子デバイスによ
るミリ波・テラヘルツ波の無線通信技術の研究開発に
ついて述べる。

3.1	 化合物半導体デバイスによる 300 GHz 無線
通信技術

電子デバイスでのテラヘルツ波通信の取組について、
まず高周波特性で優れる化合物半導体デバイスによっ
て実施した。2011 年度から 2015 年度にかけて実施さ
れた総務省電波資源拡大のための研究開発[9]「超高周
波搬送波による数十ギガビット無線伝送技術の研究開
発」を、NTT、富士通、NICT の 3 者で受託し、世界
に先駆けて能動電子デバイス（トランジスタ）を利用し
たテラヘルツ波無線通信技術の研究開発を本格的に開
始した。半導体電子デバイスに用いる物質には様々な
種類があるが、その中で一般的に高い周波数で最も優
れた特性を持つのは InP（インジウム・リン）を基本物
質として利用したデバイスである。この研究開発では、
InP 系半導体を用いた高電子移動度トランジスタ

（High Electron Mobility Transistor: HEMT） の動作
速度や雑音性能を改善して 300 GHz 帯での動作を可
能とするとともに、これを集積して増幅器や変調器の
半導体集積回路チップを作製する技術、さらに集積回
路チップやアンテナその他の部品を組み合わせてモ
ジュールとして一体化する技術など、テラヘルツ波を
用いた無線通信を実現するための要素技術を開発した。
前節で述べたように、テラヘルツ波を無線通信に用い
る利点の一つとして、まだ割当てが決定されていない
周波数帯において、一括して広い帯域幅を用いられる
可能性があることが挙げられるが、この研究開発では、
変調方式としては単純な 2 値振幅変調（ASK: Ampli-
tude Sift Keying）を用いながら 20 GHz 以上の広い周
波数帯域幅を用いることで、20 Gb/s 級の伝送速度を
達成可能な送信機及び受信機を開発した[10]。特に、
受信モジュールはアンテナを含め体積およそ 1 cm3 程
度と非常に小型である。また、送信機に用いた増幅器
の最大出力電力は約 10 mW である。これら要素技術
の有用性を実証するため、図 5 のようなタッチダウン
ロードの実機実験[11] を実施した。300 GHz 帯送信モ
ジュールを組み込んだ情報キオスク端末及びスマート
フォンサイズの筐体に 300 GHz 帯受信モジュールを

組み込んだ受信端末を作製し、これらを用いて物理速
度 20 Gb/s、誤り訂正処理も含めた実データ伝送速度
として 16 Gb/s を越える高速ダウンロードを実証した。

3.2	 シリコン CMOS 集積回路による 300 GHz
無線通信技術

総務省電波資源拡大のための研究開発では、前述の
研究開発を拡充して 2014 年度から 2018 年度の 5 か年
で、「テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開発」
の一環としてシリコン CMOS（Complementary Metal-
Oxide-Semiconductor）集積回路を用いた300 GHz帯フ
ロントエンドの研究開発が実施され、パナソニック、
広島大学、NICT の 3 者により受託した。

一般に、コンピュータなどの情報機器に用いられる
デジタル計算処理回路やメモリ回路は、何万、何億個
といった非常に多くのトランジスタを数mm角のシリ
コン上に作り込む「シリコン CMOS 集積回路」技術に
より作られている。テラヘルツ波を用いる超高速無線
通信技術を広く普及させるには、無線通信用の回路も
シリコンCMOS集積回路技術よって作り、他のデジタ
ル計算処理やメモリ回路と集積・一体化することが望
まれる。しかし、シリコン CMOS トランジスタの最大
発振周波数（電力増幅率が 1 となる周波数、fmax）は現
状 280 GHz 程度であり、300 GHz 帯の無線通信搬送波
の周波数に達していない。一般的に、fmax より高い帯
域では信号増幅ができないことから、シリコン CMOS
集積回路では 300 GHz 帯無線通信システムにおいて
信号を増幅する回路である増幅器が設計できない。
我々は、広島大学 藤島研究室とパナソニック株式会
社と共同でこの問題に取り組み、300 GHz 帯で動作す
るシリコンCMOS無線送受信機を開発した[12][13]。無
線受信機は、無線周波数（RF、ここでは 300 GHz 帯）
の電波搬送波を受け取り、情報の復元処理に適した低
い周波数に変換している。無線受信信号は微弱であり、
信号が小さいままだと雑音に埋もれてしまうため、初
めに大きく増幅する必要がある。そのため、一般的な
無線受信機では図 6（a）に示すように最初に信号を増
幅する構成が採用されるが、シリコンCMOS技術では

電波透過窓

送信機筐体
（キオスク端末）

受信端末
（スマートフォン⼤）

図 5　タッチダウンロード実機実験
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fmax の問題により 300 GHz 帯の RF 信号を増幅するこ
とができない。そこで我々の手法では、図 6（b）のよ
うに最初に周波数変換器（ミキサ）を配置する構成を採
用した。このミキサは RF 信号とその周波数に近い局
部発振器（LO）信号を混合して、数 GHz の信号に周波
数変換している。信号を雑音に埋もれないようにする
ためには、初段ミキサの雑音指数を下げるとともに、
変換利得を可能な限り高くする必要があり、300 GHz
帯で高い出力の LO 信号が必要になる。今回のミキサ
では、高出力の LO 信号を生成できる逓倍回路を開発
することで、高い変換利得の受信機を実現した。この
際、従来の一般的な逓倍回路では変換特性の歪

ゆが

みによ
り信号の線形性が損なわれてしまうが、この研究では
信号の線形性を保ったまま周波数を変換する独自の回
路が提案され、前述の 2 値 ASK より一度に多くの情
報を送ることが可能な多値直交振幅変調（QAM: 
Quadrature Amplitude Modulation）を用いることが
可能となり、高い伝送速度が達成されている。図 6（c）
の集積回路は、基準線幅 40 nm のシリコン CMOS プ
ロセスで製造されており、50 GHz 程度の搬送波（LO）
と 105 Gb/s 相当の多値変調データ信号を含んだ中間
周波数（IF）信号を入力することにより、内部で信号処
理が行われ 300 GHz の無線周波数（RF）信号が出力さ
れるものである。図 6（d）に得られた変換利得と雑音
指数の特性を示す。シリコン CMOS は、デジタル演算
回路等で培われた高い集積化が可能であるため、複雑
な変調回路や処理の並列化が得意であり、図 6（c）の集
積回路写真で窺えるように、それらの特長が生かされ
ている。また同時に開発した 300 GHz 帯シリコン

CMOS 送信機[14][15] と組み合わせて無線通信実験を
行い、図 6（e）に示すように多値変調方式で 32 Gb/s の
高速無線通信を実証した。

開発したシリコン CMOS 送受信機における 300 GHz
帯の信号は、回路の最終段で100 ～ 150 GHzの中間周
波数（IF）の信号を高い周波数に変換（逓倍）すること
で生成している。シリコン CMOS は 300 GHz 帯の信
号を増幅することができないため、IF 帯で高い出力、
広帯域・高利得の増幅器が必要になる。増幅器はトラ
ンジスタにより構成されるが、1 つのトランジスタで
は利得と帯域に限界があり、増幅器を多段に縦続接続
することにより広帯域化・高利得化が図られる。ただ、
縦続接続の各段間では出力と入力のインピーダンスが
異なるため、信号の反射や損失を抑えて伝送をスムー
ズに行うための整合回路が必要になる。従来技術では、
この整合回路の面積が肥大化してしまい、開発や製造
コストが急激に高くなるが、この問題を解決するため
に、整合回路を最小寸法まで小型化する回路レイアウ
ト技術を開発した。この技術により増幅器の小型化と
ともに、高い利得性能と広い帯域を実現できた（図 7）。
高速無線通信を実証したシリコン CMOS 無線送受信
機は、この技術とともに、逓倍器ミキサ、電力分配器・
結合器など新たに開発した多数の回路要素技術を応用
することで実現している。

さらに近年、広島大学、パナソニックと共同で、シ
リコン CMOS 集積回路により 300 GHz 帯を用いて
80 Gb/s のデータ伝送を可能にするワンチップトラン
シーバの開発に世界で初めて成功した（図 8）[16]–[18]。
従前は送信と受信が別々のシリコンチップになってい

図 6	 （a）一般的な無線受信機と（b）開発した 300 GHz シリコンCMOS無線受信機の構成、（c）チップ写真と（d）その性能特性、（e）無線
通信実験におけるコンスタレーション
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たものを、1 つのシリコンチップに統合し「ワンチップ
トランシーバ（送受信）」を実現した。これまで受信回
路の性能制限により伝送速度が 32 Gb/s にとどまって
いたが、受信回路の性能を向上させるとともに、送信
回路にも改良を加え、トランシーバとして大幅なデー
タ伝送速度の向上を達成した。ワンチップ化により、
電子機器に搭載する際の部品数の削減とシリコンチッ
プ面積の削減によってコストダウンが可能となり、よ
り実用化に有利となる。従来に比べデータ伝送速度を
大幅に向上させるとともに、実用化に必須の「ワン
チップ化」を達成したことで、300 GHz 帯無線通信の
実用化がより近付いたと考えられる。スマートフォン
などで広く用いられている無線トランシーバと同様に
シリコン CMOS 集積回路で 300 GHz 帯を用いた超高

速データ通信が可能となったことにより、2020 年から
商用サービスが開始されている第 5 世代移動通信シス
テムの次の世代のシステムであるBeyond 5Gモバイル
通信の無線トランシーバに利用できる可能性が高く
なった。

3.3	 進行波管による 300 GHz 増幅器技術
半導体電子デバイスを用いた増幅器や送受信回路で

は、出力電力はシリコン CMOS で数 100 µW、InP で
10 mW 程度である。出力電力を更に高めるために、前
述の総務省「テラヘルツ波デバイス基盤技術の研究開
発」の一環として、NEC ネットワーク・センサ株式会
社と共同で、真空管の一種である進行波管を用いた
増幅器（TWTA: Traveling Wave Tube Amplifier）を
300 GHz で実現するための研究開発が実施された[19][20]。
TWTA は、遅波回路と呼ばれる真空に保たれた導波
管構造の中を伝搬する高周波信号を、電子線との相互
作用によって増幅させるものであり、従来からマイク
ロ波やミリ波では宇宙用途や大電力用途等の電力増幅
器として利用されている。これを 300 GHz 帯に適用す
るためには、波長が短くなることに対応して遅波回路
を微小かつ高精度に作製する必要があり、MEMS

（Micro Electro-Mechanical System）技術を用いて加
工するなどの工夫が施された。これによって、1 W 級
の増幅器の実現が目指されている。

	 標準化

国際電気通信連合 無線通信部門（ITU-R:  Interna-
tional Telecommunication Union  Radiocommunica-
tion Sector）では 3 ～ 4 年に一度、世界無線会議（WRC: 
World Radiocommunications Conference）を開催し、
無線通信規則（RR: Radio Regulations）の改正等を議論
している。RR では周波数範囲ごとに利用が可能な各
無線業務への周波数割当て（分配：allocation）が地域ご
とに規定されているが、275 GHz 以上の周波数帯では
これまで各無線業務への「分配」が行われておらず、
275 ～ 1000 GHz の周波数範囲で利用できる電波天文
やリモートセンシングといった受動業務応用に対する
周波数帯が脚注 5.565 のなかで「特定」（identification）
されているのみであった[21]。「特定」とは、例えば既に
移動業務に「分配」されている周波数帯の一部又は全て
を特定の移動業務応用（例えば、IMT）に RR の脚注で
規定することによって、シームレスに各地域間又は各
国間でその無線デバイスを使用できるようにするため
に主に用いられている。したがって、275 GHz 以上の
周波数帯に対するグローバルな規定も各無線業務応用
に対する「特定」で行われている。2015 年の WRC-15 に

4

図 8	 開発した 300 GHz ワンチップトランシーバ集積回路のシリコンチッ
プ写真

図 7　シングルエンド、差動入力増幅器の（a）従来の段間整合回路と（b）開
発した段間整合回路、（c）開発した増幅器の小信号特性
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おける将来の RR の改正に向けた議論の結果、2019 年
の WRC-19 の議題のうち、議題番号 1.15 で「決議 767

（WRC-15）に従って、275 ～ 450 GHz で運用する陸上
移動業務応用と固定業務応用を使用する主管庁のため
に周波数帯を特定する検討を行う」こととなった[22]。
WRC-19 に向けて、ITU-R で詳細検討を担当する組織
である Working Party において、NICT などから提供
した技術情報に基づいて日本国からの寄書を多数入力
し、テラヘルツ無線の業務応用に関する様々なユース
ケースと想定される技術要件[23][24]、無線信号の屋内
伝搬モデル[25]、共用両立性の検討[26] 等が行われた。
これらの結果を受けて、WRC-19 において、275 ～
296 GHz, 306 ～ 313 GHz, 318 ～ 333 GHz, 356 ～
450 GHz を陸上移動業務応用と固定業務応用に特定す
る新脚注 5.564 A が RR に追加された[27]。これまでの
脚 注 5.565 は 変 更 な し で 維 持 さ れ て お り、275 ～
1000 GHz 帯で特定されている受動業務は能動業務の
使用を妨害しない規定になっている。ただし、296 ～
306 GHz, 313 ～ 318 GHz, 333 ～ 356 GHz は 新 脚 注
5.564 A により、共用両立性の可能性が示されるまで
は陸上移動業務と固定業務に使用することはできない。
WRC-19 で新脚注 5.564 A にて特定された周波数帯と
脚注 5.565 で特定されている受動業務の周波数帯比較
を図 9 に示す。

また、無線通信の相互接続仕様で大きな影響力を持
つ IEEE802 委員会（IEEE 802 LAN/MAN Standards 
Committee）では、300 GHz 帯を用いた 100 Gb/s 級ポ
イント間無線通信の標準規格を検討するタスクグルー
プ IEEE802.15.3 d が 2014 年 5 月に設立され、252 ～ 
325 GHz を用いる無線通信システムの PHY 層（物理
層）と MAC 層（データリンク層）の標準規格が策定さ
れ、2017 年 10 月に IEEE Std 802.15.3 d としてリリー
スされた[28]。この規格では、ユースケースとしてキ
オスクダウンロード、チップ間・ボード間通信、デー
タセンタ内無線通信、モバイルフロントホール・バッ
クホールが想定されている。ITU-R での RR の脚注
5.564 A の確定を受けて、IEEE802 委員会でも IEEE 

Std 802.15.3 d の次期バーションとして、周波数チャネ
ルの見直しや、ビームステアリングを含んだ規格の議
論が進むと予想される。

	 まとめ

大容量のデータを無線通信により簡単にやり取りし
たいという要求の高まりを受けて、従来のマイクロ波
やミリ波に続く新たな周波数帯としてテラヘルツ波を
用いた無線通信の期待が高まっている。本稿では、テ
ラヘルツ波による無線通信の特長を述べるとともに、
それを実現するための研究開発及び標準化活動につい
ての動向を紹介した。テラヘルツ波を発生する技術で
はフォトニクスの応用が先行していたが、近年、電子
デバイスによる 300 GHz 帯の研究開発が総務省のプ
ロジェクト等により活発化し、InP 系等の化合物半導
体デバイスによる開発に始まり、シリコンCMOS集積
回路による RF フロントエンドや、300 GHz 帯に対応
した進行波管増幅器の開発も実施されていることを述
べた。技術的な研究開発と並行して、ITU-R における
周 波 数 割 当 て の 検 討 や、IEEE802 で の 世 界 初 の
300 GHz 帯無線通信規格の策定も進んでいることを示
した。

テラヘルツ波の特長としては従来にない広い帯域を
用いることができる可能性が挙げられるが、同時に伝
搬損失やアンテナ利得など様々な要件のトレードオフ
があり、従来利用してきた周波数帯の常識にとらわれ
ずに新たな発想や利活用を検討することが重要である。
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